











一 人 口生態学的モデルの可能性 一










































の当時 としては異常に高い値 となっていた。教育人 口の動態を調べればす ぐに明らかとなるの
だが、これはその年度に進学 したコーホー トの人 口規模が小さかったからで経済的な要因はこ
の動きにほ とんど関係がない。そうした出生数の増減が他の年度の進学率にも反映されている
のはまず間違いのないところだろう。それにも関わ らず、従来の分析は人 口規模を考慮 しない
でも大学進学率の動向をほぼ完壁に説明している。 これはどこかが間違っているのではないだ
ろうか。
経済的な要因だけでも高い説明力が得 られるのは各々の変数が類似の トレソ ドをもつためで
あるが欲3年 前の中卒者数を分母にとった進学率を用いることがその傾向に拍車をかけてい
る。 というのも、その場合は大学定員数の滑 らかな増減を反映するのみで高卒者数の変動に伴
う人 口圧の影響はほ とん ど捨象 してしまうからである。そうした円滑な推移に経済変数の動き
を対応させれば説明力が高 くなるの も当然だろう。そのように考えると、年々の授業料や家計
所得の動 きが3年前の中卒者を分母にとった変数 とどうして リアルに関係するのか、その意味











を通 して示 してみる。時系列データの特徴を明確にし、それに相応 しいアプローチから新 しい
現実理解を提示するのが本稿のね らいである。
2.大学進学率の規定要因

















万人単位)を 付け加えることにした。この変数を導入 したのは、人口数に比して定員数が多 く

















ほぼ予想通 りの結果が得られているが、DW値 の大 きさからは男女 とも系列相関の存在が示
唆されている。 とくに女子においてその傾向が強い。 これが甚だしい場合は変数効果の検定が
信頼できないもの となるので、ここでは通常の最小二乗法(OLS)による推定結果 と、データ
から系列相関の強さρを推定 しその影響を除去 した ときの推定結果 とを併記 してお くことに









































+系 列相関は不 定/++系 列相関 あ り
*p< .05/**pく.01/n=29
















国の大学進学率は男女 とも昭和30年代から今 日まで基本的には家計所得 と大学教育費用の変動
に即 して動いてきたと捉えておくことにしよう。
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3.進学環境の構造変化
大学進学率の推移が主 として教育需要を規定する要因によって リー ドされて きた として、で
はこの間に進学環境の構造的な変化はなかったのだろうか。 これまでのところ、そうした構造
変化を吟味 した例は案外 と少ない。それは、先にも述べたように従来の分析が時系列データを
歴史的な文脈から切 り離 し、基本的に互換可能なもの として扱ってきたか らである。大学進学
環境の変化を跡づけるために、 ここで改めて トレソ ドの変調を吟味 してみることにしよう。
まず、所得 と費用 と規模を説明変数 とした式を用いて各変数の効果に時代的な変化がなかっ
たか どうかをチ ョウ(Chow)テス トによって検討 してみる。 これは全期間を前期 と後期に二
分 した ときに、 どの時点で区切るのが最 も適当であるかをF値やAICを手掛 りにして捜索する
方法である。図1が その様子を表わしているが、男女 とも中卒時点で昭和47年前後が最小の値

























































図1.構 造 変 化 の チ ョウ ・テ ス トーAICの値 一
っぎに、昭和46/47年を境に中卒コーホー トを二分 し変数効果にどんな違いがあるのかを吟
味 してみることにしよう。表2が その結果である。ここでは昭和46年以前の中卒コーホー トを
0、昭和47年以降の中卒コーホー トを1と したダミー変数(時 期)を追加 し、前期 と後期の違
いを拾い上げている。ダミー変数の効果は男子において有意なものの女子ではそうではない。













































































a)いずれ も準階差 を とった推定値
*p< .05/**pく.01/n=29
他方、男子の場合は、所得の効果、費用の効果 ともに時期 との相互作用がマイナスの値 とな
っている。これは、それらの効果が前期 と後期で変化 したことを示 している。家計所得の豊か
さは一貫 してプラスの効果をもっているが、後期においてはそれに相互作用のマイナス効果が
加わるので トー タルの効果は抑えられている。また、費用の方は前期においてそれほ ど有力な








しており、その関連を無視 して行われる統計的な推定を無意味なもの として しまうからである。
それだか らまた、つぎのような機械的な道具立てでもデータの変動は十分に説明されてしまう
のである(Yは男子の大学進学率)。
(3)Yt=1.022十 〇.015Tlt十 〇.010T2t-0.019T3t十 〇.035×1t-0.213×5t
(0.230)(0.005)(0.014)(0.001)(0.199)(0.021)
R2=0.949,DW=1.85,()は 標 準 誤 差/n=34
ここでT1は昭和27年を1と して1年 ごとに1ずつ増えてい くダミー ・カウン ト変数、T2は
昭和46年以前は0、 昭和47年以降は1と したダミー変数、T3は昭和46年以前は0、 昭和47年




タの代わ りに用いられているとするな ら、この種の時間変動を除去 してかかるのが無難だろう。
しかし、時系列データの特徴は もともと個々の値が時間とともにスムーズに推移 した り突然変
調 したりするところにあると考えるべきではないだろうか。そうであれば、時系列データを分
析する意義は個々の変数効果よりもむ しろ トレン ドそれ自体の解明に求められるべきなのであ
る。


































もちろん過年度の影響力がいつまで も続 くことはあ り得ないので、時間が経過するにつれて
Xlの効果は指数関数的に減少 してい くとしよう。た とえば、bj=bclとすれば(4)は つぎ
のように表わされることになる。
(5)Yt=a十bXt十bcXt-1十bc2Xt-2十 ・・十bcnXt-n十et
同様 に、Yt.1はつ ぎの ようにな る。
(6)Yt-1=a十bXt-1十bcXt-2十bc2Xt-3十 ・・十bcnXt-n一 ユ十et一 】
この式の両辺をc倍 し(5)か らさし引けば多 くの項が消えて、つぎの(7)に 帰着する。
(7)Yt=a*十bXt十cYt-1十e春
つまり、Yt-1は外生変数であるXtの時間遅れの効果を代理的に表わす変数 とみなせるのであ















織の収容力(carrying.capacity)を表わす ものとみな し、こちらの発想か らアプローチ してい
る。教育段階が高 くなるほ ど組織が複雑 となり教育の単価 も高 くなるために、環境変化に対す
る適応が遅 くなるというのが彼らの立てた仮説である。
(9)Y誉=α 十 βXt






5.ト レ ン ドの 再 解 釈
各年度の高校卒業者数X1と経済的環境を反映 した雇用者所得X2(新SNA)を外生変数にと
り、それにラグのある内生変数Yレ1を説 明変数 として加えた ときの回帰分析の結果を表3に








































したがって、これは系列相関がない と仮定 したときの結果であることに注意 しておこう。
OLSが成 り立たない ときの系列相関の有無を検討する方法 としてはダービソのh一テス トと
m一テス トがある。 とりあえず表3の モデル(2)を 採用 し、これらのテス トを当てはめてみ
よう。そ うすると、以下に示すようにh統 計量は0.812とな り標準正規分布の上側5%点(1.
645)を下回ることがわかる。また、t期 の誤差をt-1期の誤差に回帰させたときの係数を手
がか りとするmテ ス トでも、推定されたパラメータのt値 は0.701となって、いずれも系列相
関の可能性が小さいことが示唆される。
・系 列 相 関 のhテ ス ト
h=ρT/(1-Tvar(b))=0.812<1.645
系 列 相 関 のmテ ス ト
et=bo+blXt+b2Yt.1+b3et.1よ り
b3の 推 定 値 は0.137(se.=0.195),t=0.701








































いる。まった く単純な見方だが、事実その通 りなのである。対象となった期間のすべてを通 し
て、「高校卒業者1人 当たりの座席創出効果は一定」「制度の慣性力も一定」と仮定しただけで
大学進学者数の動 きは十分に トレースできる。この考 え方が表面的には妥当であることを図3
に示 しておこう。言うまでもなく、その数を当該の年齢人口で割ったものが大学進学率 となる。



















































が生み出した部分(規 模効果)と 制度的な慣性力が生み出した部分(慣 性効果)と に分解 して
みたものである。 こうしてみると進学者数の増加はほ とん どが制度の慣性力によっていること
がわかる。 とくに、昭和40年代の進学者数の増加は、それ以前の高校卒業者数の増加効果を時
間遅れで反映 した もの と見ることができる。参考までに、図5に 高校卒業者数の推移もグラフ
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できる。近年になって大学進学者数はい くらか上昇ぎみに見えるが、これは恐 らく第2次 ベ
ビー ・ブームの影響を反映 したものだろう。
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利用 した。後半の分析に用いた雇用者所得 も 『同総覧第1巻 』3-5表(国民経済計算フロー編)か ら
採っている。また、大学教育費用は各年度版の 『教育年鑑』に記載されている私立大学の授業料およ

















9)時 系 列 デ ー タ の 回帰 分 析 に 関 す る 方 法 お よび そ れ らの もつ 問 題 点 に つ い て は 、Wannacott=Wan-
nacott(1970),Johnston(1972),H玉bbs(1974),Maddala(1988),Ostrom(1990)など を参 照 の こ と。
また 、ARIMAモ デ ル を含 む時 系 列 分 析 の一 般 的 な知 識 に つ い て は、McDowalleta1.(1980),Got-
tman(1981),溝口 ・刈 屋(1983)など を参 照 され た い。
10)昭和50年代 以 降 の経 済 環 境 の変 化 は大 学 進 学 者 の構 成 を高 所 得 層 に偏 らせ て い る か も しれ な い(樋 口,
1992)。受 験 競 争 が 低 年 齢 化 し教 育 投 資 が増 大 して い る こ とを 考 えれ ば 大 い に あ りそ う な こ と と言 え
る。 しか し、 進 学 者 の 内 部 構 成 と進 学 率 の 全 体 的 な 趨 勢 とは別 の問 題 で あ る。 この 区 別 を 暖 昧 にす る
と前 者 に関 す る 日常 生 活 的 な実 感 が後 者 の理 解 に容 易 に入 り込 ん で しま う。
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DeterminantsofHigherEducationEnrollmentinJapan二1955-1988
研roy面.KOINDOσ
TheenrollmentrateinhighereducationinJapanincreaseduntilthemiddleofthe1970sand
hasbeenstagnantsincethen.Whatfactorsdeterminedthislong-termtrend?Themost
popularhypothesisassumesaneconomicchange..Itsaysthatthegrowthoffamilyincome
maintainedanupwardtrendinthefirsthalfperiodandtheriseofcollegetuitionsuppressedit
inthesecondhalf.Totestthishypothesis,Iexaminedaggregate-1eveldataoneachcohort
whichcompleted.juniorhighschoolduringtheyears1952-1985.
First,Iappliedsomeregressionanalyseswhereeconomicfactorsweretested.Ifoundthat
theyprovedtobeinvalidwheneverconsideringtimeasacontrollingvariableintheregression
equation.Thisisbecausetime-seriesdatasufferfromv3riouscorrelationswhichexaggerate
theeffectivenessofindependentvariables.Bycontrast,demographicvariablesexhibiteda
substantialeffectontheenrollmentrateunderanycondition.
Second,Iexaminedannualenrollmentratesfromadelnographicperspective.Ispecifiedit
asafunctionoftwoinflowvariables:theIlumberofhighschoolgraduates(exogenous)3ndthe
numberofcollegeenrollmentinthelastyear(endogenous).Wecaninterpretthecoefficient
ofthelattervariableasaproxyforlagged-effectoftheformerorasanindexoftheinstitutional
resistancetochange.Thisspecificationcapturedthe.dynamicsofenrollmentinhigher
educationinJapanverywe11.
Third,IcomparedourresultswiththeirequivalentsintheUnitedStates.Accordingto
expectation,theexogenouseffectwaslnuchwea隼erandtheendogenousonemuchstronger
intheJapanesecase.ThissuggeststhattheinstitutionalorganizationofJapanesehigher
eduρationhascontrolledseatillgcapacityinarigidmanner,andastronginertiaisresultipg.
Throughtheseexaminations,Istressed.institutionalstability.Asamatteroffact,the
demographicfactorcouldreproducethetrendofhighereducationenrollmentinJapan
consistentlywithoutanyassuロ1ptionofastructuralchangebasedoneconomiccircumstances.
